

















































































































































































































































































































































































































1986－1913ユ913－291922－29 1929－38 1938－59 1953－59 1959－78
実質賃金 2．1 0．9 一〇．1 0．4 1．0 4．1 4．1
出所）Bertrand［1982コおよびMasier　et　at．〔1984］
注）S1は生産財部門，　S　2は消費財部門，そしてS3が輸出部門である。付加価値，総固
　定資本形成および雇用の1921－29＊は輸出部門S3をSlとS2に配分したもので，生産
　性＊＊，資本装備率＊＊と同様のSlとS2の値である。
　い程度であった。したがって，実質賃金総額の成長は，第2次大戦後の
　様なS2部門の販路の持続的成長を保証できるほど，堅調で規則的なも
　のではなかった。さらに都市と農村の社会的組織形態もまた新しい消費
　様式の出現には適していなかった。
（7）以上から，1920年代の発展様式はS1部門の自律的発展を特徴とし，
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　　調和を欠いていた。
　1920年代の蓄積体制を以上のごとく特徴づけたベルトロン，マジエ等は
「1929年恐慌」を以下のように性格づける。
　第一に，1929年恐慌は古典的恐慌，すなわち外延的蓄積の危機である。生
産財生産部門の自律的発展を特徴とする蓄積の販路は自部門の投資および輸
出のみである。このように販路が制限されているために，生産財生産部門の
自律的発展は実現問題に突き当たる。しかも戦後復興の規模が大きかっただ
けに蓄積の不均衡も激しかった。こうして1920年忌末には成長の歪みが現わ
れた。この不均衡をポワンカレの安定化政策と輸出の低下が増長する。安定
化政策はインフレを鎮静化したが，とくに生産者価格に影響を与え，非農業
部門の利潤率の低下を引き起こした。他方，1927年に始まる輸出の低下は，
経済の牽引部門に打撃を与えた。かくして生産財生産部門の自律的発展の基
礎が狭駐になり，その矛盾が1929年大恐慌となって現われた。
　第二に，危機のより根本的な原因は生産財生産部門の自律的発展を引き起
こした諸矛盾にある。すなわち，1920年代の主要問題は，テーラー主義の普
及と外延的蓄積の克服（内包的蓄積への移行）であったが，それを阻止した
諸要因が存在した。前資本主義的生産様式に属す伝統的小経営が依然として
重要な地位を占めていた。賃金決定の競争的レギュラシオン様式よって社会
の消費力が抑制されていたために，消費財部門の発展を可能とする販路の規
則的成長が保証されなかった。農村世界と前時代に建設された都市構造は消
費生活の発展に適していなかった。また広範な職人的労働者の存在は生産過
程のテーラー主義的あるいはフォード主義的な変革を困難にしていた。消費
財部門の変革をブロックしたこれらの諸要因が1920年代の蓄積の基礎の狭阻
さと不安定な性格を説明する。
　以上のように1920年代の蓄積体制と1929年恐慌の性格を理解するマジエ等
は，先に見たボワイエの見解を批判し，むしろロレソジ等の主張を支持す
る。いわく，
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rR．ボワイ圏点によって強調された諸矛盾（内包的蓄積ブームが，不変の賃労働関係と
非賃金所得の不十分さに由来する総需要の不適合にぶつかるということ）は，たしかに
1920年代の本質的問題に関係している。しかし大きな統計的不確実性にもかかわらず，
このような矛盾はほぼ潜在的矛盾に留まっていたように思われる。われわれが第1章で
見たように，1920年代のフランスにおける内包的蓄積ブームについて語るのは不当であ
ると思われる。蓄積は主に外延的でありつづけ，労働生産性の上昇は大部分までたんな
る戦後復興とその後の成長の加速という現象によって説明される。同様に，賃金につい
てのわれわれ自身の推定によれば，1913－29年の全期間にわたって実質賃金一生産姓比率
の低下［所得分配の不平等の拡大］は相対的に制限されていたと考えざるを得ない。し
たがって，r生産能力の大規模な拡張に対する総需要の不適合』について語るのは困難
である」（Mazier　et　al．［1984］，　p，173）。
　マジエ等にとって，1929年恐慌は「生産財部門の自律的発展と結び付いた
外延的蓄積体制の危機」，したがって19世紀型の最後の恐慌である。
　ベルトロン，マジエ等による部門分析はボワイエ（Boyer［1981］）も認め
るように一定の説得力を持ち，内包的蓄積ブームと賃金決定の競争的レギュ
ラシオン様式との矛盾というボワイエの主張は相対化されねばならない。少
なくとも，1920年代が内包的蓄積であったとしても，アグリエッタの分析し
たアメリカとは質が異なっている。しかし，ベルトnン，マジエ等の分析結
果についても若干の疑問が生じる。
　表2の付加価値，総固定資本形成，雇用，総投資に占める各部門の投資額
の割合を見ると，1921－29年の期間では，たしかにベルトロン等の主張する
ように，生産財生産部門の蓄積と成長は消費財部門の成長よりもはやく，
！920年代の蓄積が生産財生産部門主導型であったように見える。問題は，生
産性上昇率と資本装備率（一人当り資本額）である。1921－29年の両指標を見
ると，生産性上昇率は両部門でほとんど差がなく，これに対して資本装備率
は生産財生産部門が年高均一〇．8％の率で低下しているのに対して，消費財
生産部門は年平均1．6％で上昇している。この結果をどのように解釈したら
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よいのであろうか。
　今，単純に資本装備率の変化率と雇用の変化率の和を純投資の成長率と考
えれば，生産財生産部門の純投資の成長率は年平均2．5％，消費財生産部門
のそれは1．7こ口あり，両部門の差は0．8％である。したがって生産財生産部
門の発展は，1920年代の蓄積体制を生産財生産部門の自律的発展と性格づけ
うるほどのものではなかったと言えるのではないか。むしろ生産財生産部門
の高い成長率（付加価値，総固定資本形成）は主に復興経済（ベルトロン等
自身が指摘している）における置換投資に由来するように思われる。
　これに対して，消費財生産部門の資本装備率はトレンドから見れば高いと
はいえないが年平均1．6％で上昇し，生産性上昇率も5．7％と高いが，雇用は
0．1％という低い上昇率である。ここから消費財生産部門ではマルクスの意
味での内包的蓄積（資本構成の高度化）が進んだのではないかという印象を
える。ベルトロン，マジエ等は消費財部門の資本主義的変革の限られた性格
を指摘しているが，そこから消費財部門についてわれわれが抱く停滞したイ
メージよりも，現実の消費財部門はよりダイナミックではなかったかと感じ
ざるをえない。
　よって，生産財生産部門の自律的発展にもとつく外延的蓄積体制というベ
ルトロン，マジ一等の結論もまた相対化される必要があると言える。
N　J，一C．アスラソによるレギュラシオン派批判
　J．一C．アスラソはrフランス経済史　2』（Asselain［1984］）において，
1920年代の高成長は戦争によって荒廃したフランス経済の大戦前の成長トレ
ンドへのキャヅチアップでしかなく，またフランスの大恐慌は他の諸国の大
恐慌によって生じた世界市場の縮小と世界貿易のブPック化によって発生し
たという通説の立場から，レギュラシオン派の上記諸見解を批判している。
　（1）マルセイコ・に対する批判：経済指標全体は，フランスの経済危機が
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　1931年ではなく，すでに1929年に現われていたというマルセイユの結論
　を支持しない。工業生産指標は／930年第1四半期においても堅調であっ
　た（A．ソヴィーのデータによれぽ1929年の第1四半期の138に対して
　1930年第！四半期は144）。倒産件数，輸送量，原材料輸入，名目賃金等
　の指標も同様の傾向を示している。利潤率は1926年に急上昇した後，
　1927年に低下，1928年には再上昇，1929－30年には安定していた。利潤率
　の大幅な低下は1931－32年にフランス経済が世界恐慌に巻き込まれた後
　に生じた（この点はBoyer／Mistral［1983］，　p．　206も指摘している）。た
　しかに安定化政策以後，伝統的な輸出部門（繊維産業）がダメージを受
　ける一方で，国内市場向けの他の諸産業は1930年初頭まで発展をつづけ
　たのであり，」マルセイユの主張するごとく部門間の不均衡が拡大し
　た。しかしこれが危機の原因であるとすれば，危機の発生は1929年では
　なく，1926－27年であると言うべきである。さらに，輸出部門の困難にも
　かかわらず，工業生産が1927年第2四半期から1930年第2四半期までに
　37．5％も成長した点はどのように説明するのか？したがってマルセイユ
　の主張には十分な根拠がない。
（2）ボワイエに対する批判：ボワイエの解釈はヴァルガやスウィージーの
　過少消費説に連なるものであるが（ボワイエ自身はスウィージーよりも
　ヴァルガの恐慌論を支持一Boyer／Mistral［1983］，　p．207），危機の原因
　が生産性上昇率と賃金上昇率との間の未曾有の乖離にあるという説明は
　支持できない。すなわち，工業の生産性上昇率は，E．マランボー等の推
　定では，1913－29年の全期間で2．1％であって（全産業で1．5％），ボワイ
　エが主張するほどの賃金上昇率との乖離が存在したとは思われない。さ
　らに，レギュラシオン派の議論のなかで支持できるものは「実質賃金の
　成長が生産性の成長よりも低かった」ということだけだが，この時代の
　労働者の平均実質賃金については統計的不確実性を別にしても，いずれ
　の研究も1926年の安定化政策以後，賃金利潤分配は賃金に有利な方向に
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　変化し，実質賃金が上昇したばかりでなく，1930年には戦前の水準を回
　復している。したがって過少消費によって危機を説明することは難し
　い。したがってボワイエの分析は「相対化」されねばならないという。
③　ベルトロン，マジエ等に対する批判：生産財生産部門の自律的発展と
　いう中心命題は，彼ら自身の作ったデータ（表2）によって否認されて
　いるように思われる。総投資額に占める生産財生産部門の投資額は
　1929年で12．8％と小さく，1913年に比べてもやや低い。さらに1913－29
　年の期間で見れば，労働生産性上昇率は生産財部門よりも消費財部門の
　ほうが高い。しかも1921－29年の一人当り資本額は消費財部門では上昇
　しているのに対して，生産財部門では低下している。よって1920年代に
　おける生産財生産部門の自律的発展という命題は支持しがたい。
こうしてアスランはいう。
「最近の研究に照らして，フランス経済における恐慌のr発生』に関して外的諸要因に
決定的役割を与えてきた，今日まで認められてきた解釈を放棄しなければならないので
あろうか？暫定的結論としてであるが，われわれが認めていることは，初期における輸
出の『亀裂』，1936年9月までつづいた平価切り下げ拒否とその諸帰結，そしてもちろん
新種の保護主義による世界貿易の解体が大部分まで1930年代のr経済上のセダン［普仏
戦争時の激戦地］』を説明するという、ことである。」（Asselain［1984］，　p．　99）
　アスランの批判は多数派の見解を代表していると思われるが，レギュラシ
オン派の諸命題が相対化されねばならないとすれば，またアスランの見解も
相対化されねばならないであろう。ここで指摘できることは，統計データの
問題である。アスラン自身が統計的不確実性を主張しているように，どのよ
うなデータを使用するかによって異なった結論が生まれる可能性があるが，
採用するデータの期間によっても異なった結論が生まれる可能性がある。そ
の一つが，ボワイエの命題を支える生産性上昇率と実質賃金上昇率との未六
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有の乖離という問題である。
　工業における生産性上昇率に関しては，ボワイエのデータでは1920－30年
平均が5．8％（表1），1913－20年平均が一1．8％で，1913－30年平均では2．5％
になるのに対して，マランボー等のデータでは1913－29年平均で2．1％であ
る。先に見たように，アスランはここから1913－29年平均で見れば，生産性上
昇率は内包的蓄積といえるほどには高くないという。しかしボワイェは
1920－30年の期間が生産性上昇率のきわめて高い内包的成長局面であったと
主張しているのであって（マジエ等のデータでも1921－29年で生産財部門が
6．0％，消費財部門が5．7％と高い一表2），1913－29年全体についてではな
い。また1920－30年の期間についての実質賃金の平均年変化率については，
ソヴィーのデータ（日雇い労働者の賃金）で1．0％，ボワイエのデータ（週賃
金）で2．2％，マジエ等のデータ（年間賃金）では一2．0％である。採用する
データによって実質賃金上昇率は異なるが，以上のデータを見れば，生産性
上昇率と実質賃金上昇率との未曾有の乖離というボワイエの指摘は，ボワイ
エの賃金上昇率が高いだけに，否定できないように思われる。
V　残された問題
　以上に見たように，1920年代の蓄積体制の性格（内包的か外延的か）と大
恐慌の性格（19世紀型か20世紀型か）については，依然として問題は開かれ
ている。
　レギュラシオン派はいずれも危機の内生的性格を主張する。もちろん，通
説が指摘する外的諸要因を否定するわけではないが，危機の本質的原因を
1920年代の蓄積体制の矛盾に求める。世界恐慌，その結果としての世界市場
の崩壊と貿易の縮小，主要国による金本位制離脱に対するフランスの金本位
制維持とフラン防衛のための均衡財政政策。外的制約は通貨政策を媒介に内
的制約に転化したのであり，この点はレギュラシオン派も無視しない。しか
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し，世界恐慌という外的要因は大恐慌発生の「触媒」として恐慌発生を早め
たが，フランス経済は蓄積体制の矛盾のゆえに，外的要因がなくても遅かれ
早かれ構造的危機に突入したと考える。
　蓄積体制に関しても，消費財生産部門の低い発展を一因とする生産財生産
部門と消費財生産部門との間の不均衡については見解の一致を見ている。さ
らにレギュラシオソ派は1920年代のレギュラシオン様式が競争的性格のもの
であったと考える点でも一致している。蓄積体制がどのように性格づけられ
るにせよ，競争的賃金決定，金本位制にもとつく貨幣信用供給の制約，超均
衡財政政策といった制度的諸形態の競争的レギュラシオンが蓄積の進展に対
する，さらには「フォード主義」への移行に対する障害となっていたと考え
ている。したがってレギュラシオン派は1930年大恐慌という構造的危機の提
起する中心課題が，競争的レギュラシオソを遂行する諸制度の変革，した
がって制度的諸形態の再編成にあったと考えるのである。
　しかしレギュラシオン派内には1920年代の蓄積体制とその矛盾の解釈をめ
ぐって意見の対立が存在する。
　第一に，意見の相違の背景には蓄積体制概念の相違がある。アグリエッ
タ，ロレンジ，マジエ等にとって，外延的蓄積体制とは生産ノルムの大規模
な変動を伴わない生産性上昇率の低い資本の蓄積体制であって，このような
蓄積体制は生産財生産部門の自律的発展を特徴とし，周期的に実現恐慌に突
き当たる。他方，内包的蓄積体制とは，生産過程の持続的変革による生産性
の急速な上昇，その結果としての実質賃金の高成長によって新しい消費ノル
ムと販路が発展し，堅調な蓄積が維持される蓄積体制である。したがって内
包的蓄積体制と第2次大戦後のフォーディズムは同義になる。この視点から
1870－85年の「大不況」も1930年代大恐慌も，同じタイフ．の19世紀型恐慌であ
るとみなされる。これに対してボワイエは，内包的と外延的という形容詞を
蓄積局面を性格づけるものとして使用しており，技術進歩と生産性に関して
は前者と同じ観点をとるが，実質賃金の上昇とそれによって保証される消費
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財部門の資本主義的発展を内包的蓄積の必要条件とはしていない。それゆえ
にボワィエは1920年代を「大衆消費なき内包的蓄積体制」と規定するのであ
る。
　第二に，1920年代に部門間不均衡が拡大したことは共通の認識になってい
るが，矛盾が生産財生産部門の自律的発展によるものであるのか，あるいは
高い生産性成長率と低い実質賃金成長率の乖離，もしくは供給能力の飛躍的
発展と総需要の低成長との間の矛盾であるのか，という問題である。それは
t方で，1920年代における生産システムの変革（テーラー主義やフォード主
義の発展）がどの程度のものであったのか，他方で，消費財（特に耐久消費
財）産業の資本主義的発展がどの程度のものであったのかという問題であ
る。あるいは消費財産業の資本主義的な発展は完全にブPックされていたと
考えるのか，発展しつつあったが労働者階級の消費制限が原因で発展が阻止
されたと考えるのかという問題である。
　最後にレギュラシオン派と通説との対立であるが，レギェラシオン派の問
題としていえぼ，危機の内生説をとるとしても，これを国内の蓄積体制と国
際関係（世界市場および国際分業）とのダイナミックスな関連において展開
する必要があろう。マジ心意は国際関係の分析を行なっているが，通説を覆
すまでには至っていない。
　1970年代の終わりから1980年代の初めにかけて生じたこの両大戦間期問題
はその後，ボワイエの研究に刺激された経済史研究者たちによって引きとら
れ，両大戦間期のフランス経済の再検討が行なわれている。彼らの興味深い
研究成果については別稿に委ねたい。
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